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1999年3⽉ 駒場東邦⾼等学校卒業
2005年3⽉ 東京⼤学法学部卒業
2006年10⽉ 最⾼裁判所司法研修所修了（59期）・当事務所⼊所
2012年5⽉ Northwestern University School of Law (LL.M.)

2012年9⽉ ジャカルタのRoosdiono & Partners法律事務所への出向によりジャカルタ駐在開始
2014年12⽉ - ⽇弁連中⼩企業海外展開⽀援WG国別専⾨アドバイザー（インドネシア）
2015年5⽉ - 2020年4⽉ ジャカルタデスク設⽴・同代表就任
2015年9⽉ - 2016年3⽉ インドネシア在スラバヤ⽇本国総領事館 業務委託弁護⼠
2016年1⽉ - 当事務所パートナー就任
2016年8⽉ - 2017年3⽉ 在インドネシア⽇本国⼤使館、在スラバヤ総領事館、在メダン総領事館業務委託弁護⼠
2017年10⽉ - 2018年3⽉ 神⼾⼤学⼤学院法学研究科⾮常勤講師
2020年5⽉ - ジャカルタオフィス勤務

連載 変⾰のアジア諸国労務ーー最新事情と対応策 （第5回インドネシア） ビジネス法務2022年4⽉号 2022年2⽉
実務で役⽴つ 世界各国の英⽂契約ガイドブック 株式会社商事法務 2019年4⽉
世界各国 英⽂契約の旅 〜アメリカから世界⼀周〜 第13回 インドネシア編アセアンの⼤国インドネシアの契約実務 経営法友会
リポート 530号（2018年4⽉号）

2018年4⽉

インドネシアで⽇本⼈弁護⼠は何を感じ、何をしているか 朝⽇新聞（ウェブサイト） 2016年11⽉
インドネシア労働法制における留意点 ジュリスト 2015年11⽉号 2015年10⽉
東南アジア諸国における労働法制の留意点〜シンガポール、タイ、ベトナム、インドネシア、ミャンマー〜 ⼈事実務 2015年1

⽉号
2015年1⽉

インドネシア外資規制改正について Mizuho Global News Vol. 74 2014年7⽉
インドネシアの雇⽤法制・慣⾏上の留意点（第１回,、第２回） BTUM Global Business Insight 2014年1⽉
特集インドネシアビジネス法務解説雇⽤契約から解雇までの⼀連の流れ 宗教的特殊事情への配慮も必要 ⽉刊ザ・ローヤーズ
2013年10⽉号

2013年10⽉

インドネシア・タイ・ベトナムのM&Aにおける実務上の留意点（3） ビジネスロー・ジャーナル 2013年12⽉号 2013年10⽉
インドネシア・タイ・ベトナムのM&Aにおける実務上の留意点（2） ビジネスロー・ジャーナル 2013年11⽉号 2013年9⽉
インドネシア・タイ・ベトナムのM&Aにおける実務上の留意点（1） ビジネスロー・ジャーナル 2013年10⽉号 2013年8⽉

インドネシア法務セミナー 〜 実例に基づく事例紹介・主要論点解説 〜 （主催）アンダーソン・⽑利・友常法律事務所 シンガ
ポールオフィス

2019年3⽉21⽇

アセアン(ASEAN)への投資〜2018年主要な法令アップデート （主催）アンダーソン・⽑利・友常法律事務所 （共催）ZICO Law 2018年11⽉19⽇
インドネシア・タイ・ベトナム三カ国合同セミナー 〜海外現地法⼈運営における実務上のポイント〜 2017年11⽉1⽇〜2⽇
インドネシア法務コンプライアンスセミナー〜中⼩企業による弁護⼠利⽤のすすめ〜 （主催）⽇本政策⾦融公庫 （後援）⽇本
貿易振興機構(JETRO)ジャカルタ事務所、ジャカルタジャパンクラブ(JJC)、バンクネガラインドネシア(BNI)

2017年7⽉21⽇

⺠事訴訟の危険性と対応策および⽣産物回収費⽤リスクの外部移転 （主催）PT Aon Indonesia 2017年7⽉18⽇
タイ及びインドネシアのコンプライアンス解説〜競争法・贈収賄規制 （主催）アンダーソン・⽑利・友常法律事務所 2017年2⽉20⽇
アセアンへの投資 2016年主要な変更及び法令アップデート （主催）アンダーソン・⽑利・友常法律事務所 （共催）ZICO Law 2016年10⽉20⽇
インドネシアの最新法務事情〜駐在弁護⼠が⾒る再⽣・撤退の実務〜 2016年4⽉20⽇
インドネシア法務問題〜労務・社内不正問題等の事例解説〜 2016年3⽉29⽇
アジアにおける最近の⼈事労務事情と企業対応 （主催）財団法⼈中部⽣産性本部 2015年12⽉15⽇
東南アジアにおける労務問題と実務対応〜タイ・ベトナム・インドネシア駐在経験弁護⼠による実務経験から〜 （主
催）SMBC、ビジネスロー・ジャーナル

2015年7⽉21⽇

東南アジアの労務問題概説〜タイ・ベトナム・インドネシア駐在経験弁護⼠による実務的視点から （主催）アンダーソン・⽑
利・友常法律事務所

2015年3⽉12⽇

インドネシアのM&A実務〜進出後の問題点を交えて〜 （主催）アンダーソン・⽑利・友常法律事務所 2014年11⽉5⽇
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インドネシアへの進出とリスク対応最前線〜⽇系企業が対峙するハードルとは〜 （主催）SMBC、ビジネスロー・ジャーナル 2014年7⽉7⽇
タイ・ベトナム・インドネシアの法務〜駐在弁護⼠による実務的解説 （主催）アンダーソン・⽑利・友常法律事務所 2013年10⽉11⽇、15⽇、17

⽇〜18⽇
インドネシア・タイ・ベトナムM&Aにおける実務上の留意点 （主催）アンダーソン・⽑利・友常法律事務所 2013年3⽉21⽇〜22⽇

弁護⼠登録（2006年）
ニューヨーク州弁護⼠登録（2013年）

第⼆東京弁護⼠会
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